
ロシア

（1）ロシア情勢
ア	ロシア内政

2018年に、2014年のクリミア「併合」以
前の水準（60％台）に低下したプーチン大統
領の支持率は、2019年も大きな回復は見られ
ず、おおむね同水準で推移した。政権にとって
支持基盤の強化が課題となる中、8月には、9
月のモスクワ市議会選挙への反体制派候補者の
立候補が拒否されたとされる問題で近年最大と
なる約5万人規模の抗議活動が開催されるな
ど、特に大都市では比較的規模の大きい抗議活
動が散発した。

イ	ロシア経済
2014年から低迷していたロシア経済は、

2016年からプラス成長に転じ、2019年も、前
年に比べて成長率は鈍化したものの、引き続き
プラス成長となった（2019年の速報値1.3%

（ロシア国家統計庁））。また、その他の主要マク
ロ経済指標もおおむね安定的に推移した。ただ
し、欧米諸国による対ロシア制裁の継続や国際
市場における原油価格の動向など経済に対する
不安要素は引き続き存在し、実質所得の低迷な
ど生活水準への一般国民の不満も存在している。

ウ	ロシア外交
欧米諸国とは、首脳・外相レベルを始めニ国

間の接触が随時行われたが、対ロシア制裁は引
き続き維持されている。

特に米国との関係では、8月に中距離核戦力
（INF）全廃条約が終了し、また、新戦略兵器
削減条約（新START条約）の延長がなお未定
となっている。米露間では、今後の軍備管理の
枠組みの在り方のほか、ウクライナ、ベネズエ
ラなどの国際情勢に関する問題などでも引き続
き立場の隔たりが大きく、関係改善の糸口は見
えていない。

中国とは、外交関係樹立70周年を迎え6月
に習
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国家主席による国賓訪問が行われるな
ど、引き続き首脳間の交流が進められた。ま
た、7月には日本海から東シナ海にかけて露中
爆撃機による初の共同 哨

しょう
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飛行を行うなど軍
事協力の緊密化をアピールする動きも見られ、
同日にロシアの早期警戒管制機が島根県竹島の
領海上空を侵犯した。

中東・アフリカについては、シリア情勢にお
いてシリア、トルコなど関係国の仲介に入り、
影響力を発揮し、また、10月にロシア・アフ
リカ首脳会合を初開催するなど、積極的な外交
を行った。

独立国家共同体（CIS）との伝統的な協力関
係やBRICS（ブラジル、ロシア、インド、中国
及び南アフリカ）などの多国間枠組みでもロシ
アは存在感を示している。
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（2）日露関係
ア	アジア太平洋地域における日露関係

日露両国は、最も可能性を秘めた二国間関係
である。近年、ロシアは、極東・東シベリア地
域の開発を重視し、世界経済の成長センターで
あるアジア太平洋地域諸国との関係強化を積極
的に推進している。日露両国がアジア太平洋地
域の重要なパートナーとして、安定した関係を
築き、協力を深めることは、日本の国益のみな
らず、地域の安定と発展にとっても極めて重要
である。

イ	北方領土と平和条約交渉
日露間の最大の懸案となっているのが北方領

土問題である。北方領土は我が国が主権を有す
る島々であり、政府としては、首脳間及び外相
間で緊密な対話を重ねつつ、北方四島の帰属の
問題を解決して平和条約を締結するとの基本方
針の下、ロシアとの交渉に精力的に取り組んで
いる 1。

両国首脳は、戦後70年以上日露間で平和条
約が締結されていない状態は異常であるとの認
識を共有しており、2016年末に山口県長門市
で行われた日露首脳会談において、安倍総理大
臣とプーチン大統領は、平和条約問題を解決す
る自らの真摯な決意を表明している。

2019年には、3度の首脳会談及び7度の外

1	 北方領土問題に関する日本政府の立場については外務省ホームページ参照：https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/hoppo/
hoppo.html

2	 2016年12月の日露首脳会談の結果、両首脳は、平和条約問題を解決する自らの真摯な決意を表明するとともに、北方四島にお
ける共同経済活動に関する協議の開始に合意し、また、元島民の方々による墓参などのための手続を改善することで一致した。

相会談を始め、政治対話が活発に行われた。6
月の大阪での日露首脳会談において、安倍総理
大臣とプーチン大統領は、2018年11月にシ
ンガポールにおいて共に表明した、「1956年
共同宣言を基礎として平和条約交渉を加速させ
る」との決意の下で、引き続き交渉を進めてい
くことで一致した。9月のウラジオストクでの
日露首脳会談では、両首脳は平和条約締結問題
について忌

き
憚
たん

のない意見交換を行い、未来志向
で作業することを再確認した。また、交渉責任
者である日露両外相に対して、双方が受け入れ
られる解決策を見つけるための共同作業を進め
ていくよう、改めて指示した。

これを受け、茂木外務大臣とラヴロフ外務大
臣は、9月にニューヨーク、11月に名古屋で
日露外相会談を実施し、平和条約交渉を含む今
後の協議の進め方などについて議論した。さら
に、12月のモスクワでの日露外相会談では、
平和条約交渉について両外相の間で時間をかけ
て議論を行い、本格的な協議に入ることができ
た。

2016年末のプーチン大統領訪日の際に協議
の開始で合意 2した北方四島における共同経済
活動については、首脳間、外相間だけでなく、
次官級協議及び局長級作業部会でも議論を重ね
てきた。6月の日露首脳会談において、両首脳
は、「観光」及び「ゴミ処理」の2件の「ビジ
ネスモデル」について一致し、8月及び9月に
は双方のゴミ処理専門家による北海道本島及び

日露首脳会談 
（9月5日、ロシア・ウラジオストク　写真提供：内閣広報室）

観光パイロットツアー 
（10月31日、国後島　写真提供：ワールド航空サービス）
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四島の訪問を、10月から11月にかけては日本
人観光客による初めての観光パイロットツアー
を実施した。

政府は、四島交流、自由訪問及び北方墓参な
どの北方領土問題解決のための環境整備に資す
る事業にも積極的に取り組んでいる。北方領土
の元島民の方々のための人道的措置として、7
月に、船舶による歯

はぼ
舞
まい

群島及び色
しこ

丹
たん

島への墓参
の際に、臨時の追加的出入域地点が設置された
ほか、8月に、3年連続となる航空機による墓
参を実現した。これらの措置により、北方四島
への移動に要する時間が短縮され、元島民の
方々の身体的負担を軽減することができた。ま
た、墓参では、近年訪問できなかった場所にも
訪れることができた。日露双方は、今後も手続
の簡素化を続けることで一致している。政府と
しては、日露両首脳の強いリーダーシップの
下、北方四島の帰属の問題を解決して平和条約
を締結すべく、引き続き、ロシアとの交渉に粘
り強く取り組んでいく。

このほか、政府は、北方四島周辺水域におけ
る日本漁船の安全な操業の確保や、ロシア側が
禁止する流し網漁に代わる漁法でのさけ・ます
類の漁獲の継続のため、ロシア側に対する働き
かけや調整を行っている。一方で、北方四島で
のロシアの軍備強化に向けた動きに対しては、
領土問題に関する日本の立場と相いれないとし
てロシア側に対して申し入れている。

ウ	日露経済関係
2019年の日露間の貿易額は、ロシアから日

本への主要な輸入品目であるエネルギー・鉱物
資源の輸入額減少の影響などを受け、1月から
12月の貿易額は対前年比で減少となった

（2019年1月-12月統計約2兆3,459億円、前
年同期比約7.2％減（出典：財務省貿易統計））。

日 本 の 対 露 直 接 投 資 残 高 は1,780億 円
（2017年）から1,688億円（2018年）へと
減少した（出典：日本銀行国際収支統計）。

3	 ロシアの大手天然ガス採掘企業が北極圏で実施する液化天然ガス事業

2016年5月に安倍総理大臣が提案した経済
分野における8項目から成る「ロシアの生活環
境大国、産業・経済の革新のための協力プラ
ン」については、2019年末までに200件以上
の民間プロジェクトが生み出されている。

9月の第5回東方経済フォーラム（ウラジオ
ストク）の際の日露首脳会談では、両首脳は日
本企業が参画する北極LNG2プロジェクト 3へ
の最終投資を決定したことや、日本企業がロシ
ア政府ほかとサンクトペテルブルクでの自動車
製造に関する特別投資契約を締結したことを歓
迎した。

12月の貿易経済に関する日露政府間委員会
第15回会合（モスクワ）では、茂木外務大臣
とオレシュキン経済発展相が共同議長を務め、
関係省庁や民間企業関係者を交えて経済関係を
包括的に議論した。両議長は、上記8項目の

「協力プラン」の下で二国間の協力が着実に進
展していることを指摘し、日露企業の更なる協
力の具体化に向け、こうした肯定的な傾向を一
層後押ししていくことで一致した。

また、ロシア国内6都市で活動している日本
センターは、両国企業間のビジネスマッチング
や経営関連講座を実施しており、これまでに約
9万人が講座を受講し、そのうち約5,700人が
訪日研修に参加している。

日露外相会談（12月19日、ロシア・モスクワ）
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エ	様々な分野における日露間の協力
（ア）安全保障・防衛交流・海上保安

2019年も、日露戦略対話を始め、軍縮・不
拡散、テロ、サイバーなど幅広い分野で外交当
局間の協議を行った。また、1月の日露首脳会
談で、麻薬を始めとする「非伝統的脅威」への
対処分野における協力の裾野を更に広げていく
ことで一致したことを踏まえ、同月、日本、ロ
シア、アフガニスタン、国連薬物・犯罪事務所

（UNODC）との間で進められている、アフガ
ニスタンにおける麻薬探知犬訓練センター建設
計画を担当するUNODC関係者が東京税関「麻
薬探知犬訓練センター」を訪問した。また、腐
敗対策分野でも両国の関係省庁間で意見交換が
行われた。安全保障分野では、3月に外交当局
間で日露安保協議を実施し、5月に東京で4回
目となる日露外務・防衛閣僚協議（「2＋2」）
が開催されたほか、9月には北村滋内閣官房国
家安全保障局長とパトルシェフ安全保障会議書
記の会談が行われた。また防衛交流では、5月
に湯浅悟郎陸上幕僚長が訪露し、11月にはエ
フメノフ露海軍総司令官が訪日した。実務レベ
ルでは、各種協議に加え、6月に日露捜索・救
難共同訓練を実施した。さらに、前年に続き、
日露海上警備機関長官級会合が実施された。

（イ）文化・人的交流
2016年12月の日露首脳会談で青年交流の

規模を倍増するとの合意がなされたことを受
け、2019年には860人（2018年：1,334人）
が日露青年交流事業に参加し、幅広い分野で交
流が実施された。

2018年から2019年にかけて、日露両首脳

の合意により「ロシアにおける日本年」、「日本
におけるロシア年」が実施され、交流年の認定
行事としてロシアにおいて600件以上の日本
関連行事が開催され、160万人以上が行事に
参加するなど、文化・人的交流が活発に行われ
た。2019年6月には、両首脳出席の下、大阪
において交流年の閉会式が行われるとともに、
2020年から2021年を日露地域・姉妹都市交
流年とすることが発表された。

日露青年フォーラム2019（9月27日、ロシア・サンクトペテルブルク　
写真提供：日露青年交流センター）

日露青年交流事業の一つ、花笠交流（7月、ロシア・
モスクワ　写真提供：日露青年交流センター）
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中央アジア諸国とコーカサス諸国

（1）総論
中央アジア・コーカサス諸国は、アジア、欧

州、ロシア、中東を結ぶ地政学的な要衝に位置
するほか、石油、天然ガス、ウランなどの豊富
な天然資源を有する。また、同諸国を含む地域
全体の安定、テロとの闘い、麻薬対策といった
国際社会が直面する重要課題に取り組んでいく
上でも高い重要性を有する。

日本はこれら諸国との二国間関係の強化を、
要人往来などを通じて引き続き図るとともに、

「中央アジア＋日本」対話 4の枠組みなどを活用
した地域協力促進のための取組を続けている。

（2）中央アジア諸国
日本は、中央アジアの「開かれ、安定し、自

立的な発展」を支え、地域協力の発展のための
「触媒」として地域及び国際の平和と安定に寄
与することを目的とした外交を推進しており、
二国間関係の着実な強化、「中央アジア＋日本」
対話を通じた地域協力の促進・地域共通の課題
への貢献及びグローバルな舞台での協力を中央
アジア外交の柱としている。

2019年においては、前年に引き続き要人往
来などの活発な交流が行われた。10月の即位
礼正殿の儀に際してはナザルバエフ・カザフス
タン初代大統領、ジェエンベコフ・キルギス大
統領、ベルディムハメドフ・トルクメニスタン
大統領が訪日し、安倍総理大臣との会談を行っ
た。ナザルバエフ初代大統領は安倍総理大臣と
の会談において、日本が進めている「中央アジ
ア＋日本」対話に賛辞を述べつつ、両首脳は同
対話などを通じた地域協力を進めることで一致
した。ジェエンベコフ大統領は安倍総理大臣と
の会談で、2015年の安倍総理大臣のキルギス
訪問から両国関係は大きく進展していると述べ
つつビジネス面で協力を発展させたいとの期待
を示した。ベルディムハメドフ大統領との会談

4	 日本は中央アジアの安定と発展には地域共通課題の解決に向けた地域協力が不可欠との観点から、日本が「触媒」として地域協力を促していくた
めに「中央アジア＋日本」対話の枠組みを2004年に立ち上げた。これまで7度の外相会合のほか、有識者やビジネス関係者の参加も得て様々な
議論を実施してきている。設立から15年以上が経ち、近年は実践的な協力に重点を置いている。

では、安倍総理大臣からトルクメニスタンの豊
富な資源と日本の質の高いインフラを組み合わ
せることでトルクメニスタンの発展に大きく貢
献できると発言があり、両首脳は様々な課題に
ついて協力していくことで一致した。

12月にはミルジヨーエフ・ウズベキスタン大
統領、カミーロフ外相ほかが訪日した。このう
ち、ミルジヨーエフ大統領は初の訪日となり、
名古屋・東京を訪問するとともに、安倍総理大
臣と初の首脳会談を行った。安倍総理大臣は、
伝統的な親日国であるウズベキスタンとの友好
関係を改めて確認し、改革が進む同国の発展の
ため電力・農業分野などでの新たな支援（総額
約1,900億円の円借款を含む。）を表明し、両首
脳は経済面を始めあらゆる分野での交流・協力
を拡大させることで一致した。また、両首脳は、
日本とウズベキスタンとの間の戦略的パート
ナーシップの更なる深化及び拡大に関する共同
声明に署名した（この機会に、日・ウズベキス
タン租税条約及び税関相互支援協定にも署名）。

日本からは、5月に河野外務大臣がタジキス
タンを訪問し、「中央アジア＋日本」対話・第
7回外相会合に出席した。同会合では、日本と

2	

日・ウズベキスタン首脳会談 
（12月19日、東京　写真提供：内閣広報室）
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中央アジアの協力の実績・方向性を再確認する
とともに、新たな実践的協力の分野として「観
光」に焦点を当てた議論が行われた。また、貿
易・投資・開発分野についても議論し、共同声
明及び地域協力行動計画を採択するとともに、
地域のビジネス環境改善を後押しすること及び
地域安全保障における地域協力の重要性が確認
された。

「中央アジア＋日本」対話・第7回外相会合 
（5月18日、タジキスタン・ドゥシャンベ）

また、この機会を利用して、タジキスタン、
ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス及び
アフガニスタンとの外相会談を行った。

このほか、中央アジア諸国からは、3月にサ
リムゾーダ・タジキスタン日本友好議員連盟会
長一行及びイシムバエヴァ・カザフスタン下院
副議長一行、ベルディムハメドフ・トルクメニ
スタン・アハル州副知事、7月にガニーエフ・
ウズベキスタン副首相、10月にウムルザーコ
フ・ウズベキスタン投資・対外貿易相、サ
ファーエフ・ウズベキスタン上院第一副議長が
訪日した。

近年、中央アジア諸国の間では、地域協力を
推進しようとする動きが見られる。6月にアジ
ア信頼醸成措置会議（CICA）第5回首脳会合、
上海協力機構（SCO）第19回首脳会合、10
月に独立国家共同体（CIS）首脳会合、11月
に集団安全保障条約機構（CSTO）首脳会合が
開催された。また、11月には1年半ぶりに第
2回中央アジア諸国首脳協議会合がタシケント

（ウズベキスタン）で開催され、前回欠席した
トルクメニスタン大統領を含む全5か国の首脳

級が出席し、同会合では、経済、運輸、地域安
全保障、環境などでの域内協力を謳

うた
った共同声

明を採択するとともに、首脳・外相会合の定例
化を決定した。

（3）コーカサス諸国
コーカサス地域には、ジョージアにおける南

オセチア・アブハジアや、アルメニアとアゼル
バイジャンとの間のナゴルノ・カラバフをめぐ
る紛争が依然として存在するが、同時に同地域
は、アジア、欧州、中東をつなぐゲートウェイ

（玄関口）としての潜在性と国際社会の平和・
安定に直結する戦略的重要性を有している。河
野外務大臣は、2018年にコーカサス諸国を訪
問した際、同地域に対する日本外交の基本方針
として、①国造りを担う人造り支援（人材育
成）及び②魅力あるコーカサス造りの支援（イ
ンフラ支援及びビジネス環境整備）の2本柱か
ら成る「コーカサス・イニシアティブ」を発表
し、2019年は各国との間で以下のとおり協力
を進展させた。

アゼルバイジャンとの関係では、3月にジャ
バロフ国税相が訪日し、うえの賢一郎財務副大
臣や阿部俊子外務副大臣との会談などを行った。
日本からは、山田賢司外務大臣政務官が9月に
アゼルバイジャンを訪問し、アリエフ大統領臨
席の下、日本の有償資金協力により建設された

「シマル・ガス火力複合発電所2号機」開所式に
出席した。また、マムマドフ首相へ表敬を行う
とともに、メメディヤロフ外相との会談及びバ
バエフ環境・天然資源相兼日・アゼルバイジャ
ン経済合同委員会委員長との会談を行った。

日本の協力により建設された「シマル・ガス火力複合発電所2号機」の
完成式典（9月5日、アゼルバイジャン）
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アルメニアとの関係では、5月に日・アルメ
ニア投資協定が発効した。これにより、両国間
の投資促進及び経済関係の一層の緊密化が期待
される。10月の即位礼正殿の儀に際しては、
サルキシャン大統領が参列のため訪日し、安倍
総理大臣と会談を行った。両首脳は、両国の経
済分野での協力に触れつつ、今後の新たな協力
に向け緊密に連携することで一致した。

ジョージアとの関係では、3月にバフタゼ首
相が訪日した。バフタゼ首相は大阪・東京を訪
問し、河野外務大臣との間で両国投資協定の本
文についての実質的な交渉妥結を確認・歓迎す
るとともに、麻生太郎副総理兼財務大臣との会
談などを行ったほか、都内で開催された日・
ジョージア・ビジネスフォーラム及びジョージ
ア・ワイン展のオープニング式典に出席した。
また、同行のコブリア経済・持続的発展相は日

本企業とジョージア経済・持続的発展省との間
の協力に関する覚書に署名した。10月の即位
礼正殿の儀に際して訪日したズラビシヴィリ大
統領は安倍総理大臣との会談において、安倍総
理大臣が述べた投資協定の重要性に賛意を示し
つつ、更なる関係強化への期待を述べた。

河野外務大臣とバフタゼ・ジョージア首相との会談（3月13日、東京）
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